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産業革新機構 設立の目的

3

産業革新＝オープン･イノベーションの推進

3

支援先の価値向上

リスク資金供給と国民への還元

– 日本国内の様々な組織が保有する優れた経営資源（技術、人材、事業等）を

既存の枠組みを超えて再編し、より高い生産性、成長性を実現する

– 革新性を有する事業にリスク資金を供給することで産業革新を支援する

– エグジット時のキャピタル･ゲインを国民に還元する

– 産業革新機構が有する経営資源（専門性を有する人材、行政、学術、産業、金融

分野とのネットワーク）を活用し、支援先の価値向上を推進する
4

次世代の国富を担う産業の創出

– 日本が持つ産業資源の潜在力を最大限に引き出し、

次世代を担う産業のプラットフォームを構築し、日本経済の持続的発展につなげる
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運営体制

運営期間
– 平成21年7月27日営業開始

– 長期的な事業成長を支援するため、15年の運営期間を設定

規律
– 産業革新委員会により客観的・中立的観点から投資判断を確認

– 社内コンプライアンス体制を整備

– 民間企業・ファンドとの協働の可能性を検討

執行体制
– CEO、COOを中心に簡素でフラットな執行体制

– 2009年秋までに50名体制を目指す

– プライベート･エクイティ･ファンド、ベンチャー・キャピタル、金融機関等での投資
経験・実績を勘案しつつ、公募等により優秀な人材を確保

– 投資活動の成果を役職員の報酬に反映し、執行責任を明確化
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株主総会

取締役会
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産業革新委員会
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支援対象

先端基礎技術

– 企業や大学に眠る特許や先端技術の知的財産を集約し、有効活用する

ベンチャー企業等の経営資源

– ベンチャー企業等が保有する技術・資産の有効活用を促進する

– 大企業との協働を念頭に、新たな枠組みを構築する

技術等を核とした事業部門・子会社

– 大企業・中堅企業の有望な事業部門・子会社の切り出しや再編を支援する

– 水平および垂直統合を支援し、グローバルな競争力強化につなげる
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対象分野

技術分野を中心に幅広く案件を検討

特に注目する分野

– 環境エネルギー

– ライフサイエンス

– エレクトロニクス

– 機械･部品

– 高機能素材
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支援基準と評価手法

支援基準の遵守

– 「社会的重要性」、「成長性」、「革新性」

個別案件の評価手法

– 詳細調査（デュー･デリジェンス）の徹底

– 技術評価の活用

– 投資ファンドの手法により事業計画及びキャッシュフローを精査し、

長期成長性を定量化

– エグジット戦略の明確化

その他

– 民間企業・ファンドとの協働を促進

– 特定分野・案件に偏らないように分散投資を実施

8



Innovation Network Corporation of Japan (INCJ)

支援案件の検討体制

産業革新機構産業革新機構

技術評価・
投資経験者

行政
経験者

PEファンド等

投資経験者

産業界

産業革新
委員会
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提案 相談

客観性、中立性、専門力を担保

行政機関
金融機関
専門家組織

民間・公的
研究機関

機構出資者
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支援先の価値向上

長期的な収益力を確保するための成長資金の提供

取締役派遣などを通じた経営参加型支援を実践すると共に規律を担保

産業革新機構の経営資源や各分野とのネットワークを活用
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機構出資者機構出資者

支援対象支援対象

産業革新機構産業革新機構 民間企業、民間ファンド民間企業、民間ファンド

経営資源、助言

協業、協力

投資 投資
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産業革新機構とは

産業や組織の壁を越えた「オープン･イノベーション」を活用し

新たな付加価値を創出する革新性を有する事業に対して

成長資金を提供し、経営参加型の支援を行う

社会的ニーズが大きく成長が見込まれる有望な取り組みに対し

官民の経営資源を活用して、グローバルな競争力を強化し

次世代の国富を担う産業の創出を目指す
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皆様の積極的なご支援をお願い申し上げます。

＜お問合せ・連絡先＞

株式会社産業革新機構

住所：東京都千代田区丸の内 1丁目6番5号 丸の内北口ビル
電話：03－5218－7200


